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平成２６年第４回議会定例会（諸般の報告） 

 

開会に当たり、諸般の報告を申し上げます。 

  

はじめに「北総線の耐震化事業」について申し上げます。 

白井市を含む沿線６市は、国の方針に基づく、首都直下地震等の大規

模地震に備え、国土強靭化の観点から地震等における空港アクセス線の

確保を図るとともに、北総線を利用する市民及び鉄道施設付近に居住す

る市民等の安全を確保することを目的として、本年５月から「北総線耐

震化対策協議会」におきまして、北総地域の重要な交通資源である北総

線の役割を再認識し、安全・安心といった鉄道輸送の基本的責務に対し

て、沿線自治体としてどのような支援、協力をすべきかを議論してまい

りました。 

その結果を踏まえまして、１０月２０日に、市長間協議を行い、沿線

６市がスキームを組み北総線の耐震化に取り組んでいくことが確認され、

「北総線耐震化事業に関する協定書」を締結し、耐震化事業に要する経

費の一部を国並びに千葉県と協調して補助することとなりましたのでご

報告させていただきます。白井市は、現在示されている全体事業費約４

０億６，０００万円の内、沿線６市が負担する約６億７，７２０万円の

約１２．９％、約８、７２０万円を負担するものです。 

 

次に、平成２７年度当初予算編成について申し上げます。 

 平成２７年度の当初予算につきましては、現在、編成作業中でござい

ますが、本年４月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動などの
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影響により、経済情勢の先行きが不透明なことなどから、厳しい財政状

況が見込まれているところでございます。 

 このような中、予算編成の基本方針につきまして、平成２７年度は市

長選挙が執行されますが、第４次総合計画の最終年度であることから、

第４次総合計画、後期基本計画に基づく第２次実施計画事業を着実に推

進するため、「通年予算」を編成するとともに歳入に見合った歳出が予

算の基本であることを再認識すること、また、緊急性や市民ニーズがよ

り高い事業に重点的に予算配分するため、事業の優先順位を行うなど、

選択と集中を徹底することで、効率的で効果的な予算編成を行ってまい

ります。 

 なお、ご承知のとおり、社会保障と税の一体改革を目指した消費税増

税が平成２９年４月へ先送りされたことが、医療や介護、子育て施策な

どにどのような影響があるのか注視していく必要があるものと考えてい

るところでございます。 

 

次に、「第５次総合計画の策定状況」についてでございます。 

 市では、平成２８年度を初年度とする新たなまちづくりの指針となる

第５次総合計画の策定を進めているところです。 

 策定に当たっては、幅広い市民の意見を計画に反映支えるため、住民

意識調査などのアンケート調査、策定勉強会やタウンミーティングでの

ワークショップなどを実施してきました。そして、庁内の若手職員を中

心に部や課等の枠組みを超えた横断的組織において、今後１０年間のま

ちづくりについて議論を進め、現在、第５次総合計画基本構想の素案を

まとめているところです。 
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 この基本構想の素案については、１２月に市民説明会で内容を説明す

るとともに、パブリックコメントを実施して市民の皆様のご意見をお聴

きし、今年度末までに基本構想を策定する予定としております。 

 

次に、印西クリ―ンセンター次期中間処理施設の整備事業について申

し上げます。 

印西地区環境整備事業組合における次期中間処理施設整備事業に関す

る用地選定については、組合が設置した「次期中間処理施設整備事業用

地検討委員会」へ、平成２５年４月２１日に諮問し、約 1 年半にわたる

調査審議の結果、今年９月３０日、組合管理者に印西市内から応募のあ

った４カ所と現在地を含めた計５カ所の候補地の比較評価などの結果、

吉田地区を第一順位の候補地とする答申がされました。 

この「最終答申」を踏まえ、１０月２９日、３１日に管理者,副管理

者が建設候補地すべての現地調査を行い、１１月１４日には「建設候補

地の選定について」、1 回目の管理者･副管理者会議が開催されたとこ

ろです。 

今後は同会議において慎重に協議を重ね候補地を決定していくことと

なります。 

 

最後に、本年４月からの消費税の引き上げに際し支給することとなっ

た「臨時福祉給付金」及び「子育て世帯臨時特例給付金」の申請状況等

について申し上げます。 

「臨時福祉給付金」における扶養の状況や「子育て世帯臨時特例給付

金」における公務員世帯については市においても把握が困難なため、正
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確な支給対象者数は不明ですが、推計値を基に算出したところ、   

９月３０日の申請終了時点で、「臨時福祉給付金」については、申請者

数５，５３０人で、申請率 約７２％、「子育て世帯臨時特例給付金」

については、申請児童数９，５０２人で、申請率が約９４％という結果

となりました。制度上、支給決定後であっても税務調査等により支給要

件が異なることが判明した場合などにおいては、決定内容を変更する必

要があることから、引き続き確認作業を行っているところです。 

 


